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論文
農地法的土地所有の成立と終焉
―27年農地法の意義と限界一—―
梶 井 功
はじめに
昨年成立した農用地利用増進法は， “むら”のなかの営農のための農地利用
であり，農地の権利移動であるかぎり，どういう秩序のもとでやっていくかは
“むら”の判断にまかせようとする法律である。望ましい農地所有• 利用のあ
りかたを画ー的形式的に法定し，一筆ごとの農地の権利移動を許可制度のもと
において，その要件にあわないものを排除してきた農地法（とくに27年制定法）
と，対蹄的な位置にある。その対蹄的な法律のもつ問題点，またそうした二法
が並存する意味について論ずることは，現今の農地問題の問題点を法制的に検
討するという意味で今日的課題に即していよう。
が，本稿では直接にはその点にはふれない。私自身その問題について幾つか
の論稿をすでに書いたということもあるが，より以上に， 45年改正以降の現在
の農地法が27年制定法と異質の法律になっていることについての認識がないこ
と乃至は理解が不充分なことが，利用増進法の把握を誤らせていると思わされ
ることが多く， 45年をさかいに農地法自体が本質的に変ったことを明らかにす
ることが重要だと考えるからである。
戦後の農地所有について， ふつうに自作農的土地所有という概念が使われ
る。私は，戦後自作農は27年農地法の段階では法のきびしい制約下におかれて
いたのであって，その内容は戦前の地主制下において・地主の予備軍”でもあ
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った自作農とは異なることが強調さるべきであり，自作農的土地所有というよ
りは，農地法的土地所有というべきだと考えている（くわしくは拙著「農地法的土
地所有の崩壊」農林統計協会刊， 「土地政策と農業」家の光協会刊を参照されたい）。そ
の農地法的土地所有は27年法で成立し， 45年改正で崩壊したと考えているもの
であり，その点を本稿では明らかにしたいと考えているのであるが，賃貸借拡
大を主要手段としての農地利用の高度化を意図する農用地利用増進法の段階で
も，自作農主義を否定することは農政上ではクブーであるらしい。国会論議で
この点が中心的な論点になったこと，そして自作農主義を否定するものではな
いことを政府は言いつづけたことを，全国農業新聞は国会論議の要約のなかで
つぎのように伝えている。
「国会の審議では，農用地利用増進法によって農地法によらない権利移転
が一般化することが予想されることなどから，農地法の“根幹”論が展開
された。／『農地法を安楽死させるのか」「農地法は空洞化するのではな
いか」―といった野党質問が何度もくり返された。さらにこれは『政府
は自作農主義の転換を目指すのか」という点に集約されていった。／これ
に対し武藤農林水産大臣は「あくまでも自作農主義は守っていく。高地
価，農地の資産保有傾向のなかで今後の規模拡大は賃貸借が中心になろう
が，これも自作地をもとに借地が拡大するのが一般的で，借地主義に変わ
るわけではない」と農地法の根幹堅持の姿勢を強調。さらに農地法の抜本
改正でなく，利用増進法という別法律で制度化したのは，農地転用規制上
キズをつけないためでもあったと，農地法を軽視する考えのないことを弁
明した」（全国農業新聞55.5.30農地三法一一国会論戦から）。
問題は，「堅持」しなければならない農地法の「根幹」は果して自作農主義
なのか，．である。農地法はその第一条を“耕作者の地位の安定と農業生産力の
増進を図ることを目的とする”という言葉で結んでいる。農地法で「堅持」さ
れなければならない「根幹」はここにあり， それこそが農地法制が常に「根
幹」にしていなければならないところだと私は考える。この「根幹」をなす目
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的を実現するために，農地の所有形態，利用方法はどういう形態・方法が最適
なのかが問題なのだが， 27年農地法はそれを“その耕作者みずからが所有する
•ことを最も適当”としたにすぎない。自作農主義は目的を達成するための手段
だったのである。目的は不変であっても手段は状況いかんで当然変り得るし，
変らなければならない。
農地改革，そして昭和40年ごろまではまさに自作農主義一ーというよりは自
作地主義が本当のところだったのだが一~が“耕作者の地位の安定と農業生産
カの増進”のために“最も適当霧だった。が，農民というよりは土地資産保有
者といったほうがいいものを多数生み，その資産的農地所有者に自作を強制す
ることが営農意欲ある農民による農地の高度利用を妨げるようになった段階で
は，自作農主義への固執こそが“耕作者の地位の安定と農業生産力の増進”を
阻害することになったのであって，だからこそ45年改正がおこなわれたのであ
った。
自作農体制をつくりあげた農地改革の歴史的意義は誰も否定しない。それを
引きついだ農地法も功績はあった。が，だからといって自作農主義を金科玉条
にすることは意味がないし，金科玉条にしてはならないのであるが，今日なお
それを金科玉条にするものが意外に多いことを，国会論議はしめしたとしてい
いであろう。
国会論議がどれだけ事態の正確な認識をふまえてなされているか，もとより
問題はあろう。政治論議として自作農主義が云々されているだけなら，どうと
いうこともないのであるが，研究者の間にも意外に農地法が45年改正以降も自
作農主義を堅持してきていたかのように考えているむきもあるのは，事実認識
を研究者が誤っているという意味で問題である。
たとえば河相一成助教授などがそうである。河相助教授の「農地三法改訂に
ついての問題点」（農業開発研修センター刊「地域農業と農協」第10巻第1号所収）と
題する論文のなかにこういうくだりがある。
「今回の「三法」は，農地法に関しては1962年・ 70年の改訂の単なる延
111 
228 闊西大學「経清論集」第31巻第2号
長ではなく，新たな質的転換を示したものであり，それとのかかわりにお
いて独立法としての「農用地利用増進法」のもつ意味に重みを増し，全体
として農地制度理念の大きな質的変化をもたらすものといえよう。それ
は，自作農主義・小農民維持主義を基本理念としてきた従来の農地法理念
が，重みを増した『増進法』を一つの軸として借地農主義・資本進出是認
主義にとって代った，という意味において大きな質的転換なのである」
自作農主義は利用増進法の段階で借地農主義に「とって代」られたという理
解である。そうではなく， 45年改正ですでに捨てられ，農地法はその時点で変
質したこと，それをどういう条件が規定したのかを以下では明らかにする心
1 農地改革の意味
戦後の農地法制を語るとき，農地改革の意義から当然話は始めなければなら
ない。その農地改革を語るとき，改革の遂行を命じた所謂マッカーサー指令が
引用されるのが常であろう。「民主化促進上経済的障碍ヲ排除シ人権ノ尊重ヲ
全カラシメ旦数世紀二互ル封建的圧制ノ下日本農民ヲ奴隷化シテ来夕経済的栓
桔ヲ打破スルガ為日本帝国政府ハ其ノ耕作農民二対シ其ノ労働ノ成果ヲ享受ス
ル為現状ヨリ以上ノ均等ノ機会ヲ保障スベキコトヲ指令セラル」という名文句
で始まるこの指令，そしてそれに代表される占領軍の権力は，たしかに農地改
革の徹底という面では決定的な役割を果たしたといえるだろう。
たとえば買収農地の規模にその点は端的にしめされる。この指令が出る前に
1)以下ではふれることにはしないが，河相論文には幾つかの事実誤認ないしは為にする
解釈がある。たとえば1960~78年の間の小作料，収量，米価，第二次生産費のうごき
を米生産痰調査の数字でしめして「反収と米価の上昇をはるかに超え．た小作料が形成
. …•米の生産力と生産喪に適合しないI卜作料が形成されていることがわかる」として
いることなど．その一例である。統制小作料がどういうものだったかを一寸考れば．
こういう記述は書けないところだろう。また農地法(I)3条は「農地諸権利の移転が特
定の偏った農家に集中すること」の「防波堤」になっていたという記述もある。 45年
改正まであった 2項3号の経営規模上限のことであろうか。そうだとすればそれは37
年改正でかなり緩められていたし， 45年改正でなくなっている。
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日本政府がみずから用意した第ー次農地改革案は，不在地主所有小作地と在村
地主所有小作地のうち平均 5町歩をこえるぶん（両方で約100万町歩）を，小作人
の希望で解放させるというものでしかなかった。第 1次農地改革案を作らせた
当時の農林大臣松村謙三の考えは，ヽ1.5町歩以上の小作地の買収だったという。
それは地主の抵抗が強くて到底無理という事務当局の判断から，平均 3町歩以
上買収ということで作った農林省原案すらが閣議で 5町歩ということに修正さ
れるという政治情勢だったのである。
国内の政治情勢からいえば「たとえ 5町歩でも，こうしたものが通ったとい
うそのことだけで立派なこと」（「農地改革資料集成」第 1巻 125ペー ジ） といわな
ければならない「青勢だったのである。それを平均 1町歩以上の小作地を，小作
人の希望によりということではなく，国が強制買収し，小作人に売り渡すとい
う方式でやることができたのには，指令の力が決定的に物を言ったとしなけれ
ばならない。「数世紀二互ル封建的圧制ノ下日本農民ヲ奴隷化シテ来夕」地主
を前にしては，買取り希望を出せない小作人が大量にあったにちがいないので
あり，小作人が解放を希望するのに地主が応じないときはじめて強制措置をと
るという第一次改革案方式だったら， 5町歩以上小作地ですら完全解放ができ
たかどうか疑わしいのである。
ここで，借地をもつ農家割合が経営耕地規模階層別に改革前後でどう変化し
たかを第1図にしめしておこう。耕地規模階層別の自小作農，小自作農，小作
農の計が，各階層総数に対してどれだけの割合になっているかという数値と各
耕地規模階層別の小作農の割合をしめしてある。経営地の90形以上が自作地で
あるものが自作農という定義だから，自作農のなかにも借入地をもっているも
のもいるわけだが， あとで最近の借入地保有農家の階層性と対比させるため
に，一応自小作農～小作農の計で借入地をもっている農家に代替させておくこ
とにしたいのである。
どの耕地規模階層をとっても，小作農が著るしく減り自作農が増加したこ
と，しかしその変化の程度は耕地規模の大きい層ほど大きく，耕地規模の小さ
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貸付地所有農家と自作農を
除くその他の農家の割合
------—小作農の割合
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第1図借入地をもつ農家割合の改革前後の変化（都府県）
い層ほど小さいことに注目されたい。耕地規模別農家構成は，改革後農家総数
の激増のなかで一層零細農家の比重を高めた。全体として所有関係に関しては
革命的な変化を与えた農地改革も， soa未満層の 5分の 1を依然として小作農
として残し， しかもこの層を激増させたのだった。敗戦は飯米農家を激増さ
せ，農地改革はそれを自作化することによって，もともと零細だった経営構造
をさらに零細にし，固めたといえよう。
この広汎な自作農創設事業として展開した農地改革を評価するとき，日本の
農村を「ほとんど共産主義の浸透を許さぬ金城湯地と化した」（ラデジンスキー）
政治的意義がしばしば前面に押し出される。占領軍の意図もそこにあったであ
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ろうし，その点の意義はもちろん否定できない。が，その点と同時に，あるい
はより以上に，農地改革が農業生産力をたかめ強化した役割を評価しなければ
ならないであろう。前述したように農地改革の徹底には占領軍の権力はたしか
に大きく作用した。が，農地改革そのものは日本政府自体が指令以前に構想し，
立案したことであって，この主体的な改革への取組みの先行がなかったら，改
革もあれほどスムースには進行しなかったであろう。その日本政府は急迫して
いた食糧問題解決のための農業生産力拡充を緊急課題としていたのであり，そ
れに寄与するということこそ，農地改革が急務であると考えた松村らが直接的
に意識していたことだった。第一次改革案を提案したときの松村の提案理由説
明（昭和20年12月5日衆議院本会議）を掲げておこう。
「今日食糧問題ガ極メテ重大デアリマスコトハ，申上ゲルマデモナイ所
デゴザイマス。此ノ問題ヲ真二解決致シマスニハ，営二眼ノ前ノ問題ヲ処
理スルノミデハナク，其ノ由ツテ来ル根本ノ問題ヲ解決シ，之二依ッテ堅
実ナル農家及ビ農村ヲ育成シ，此ノ基礎ノ上二凡ユル食糧問題，農村問題
ヲ解決シナクテハナラナイト申スコトハ，大体世ノ一致セル意見デアルト
思フノデゴザイマス，然ルニ戦時中ハ是等ノ根本ノ問題ニハ触｝レヽ退ガナ
ク，主トシテ供出配給等， 目先キニ差迫リマシタ問題ノミヲ取扱イマシ
テ，農村ノ根本ヲ培フコトヲ怠リマシタコトガ，今日ノ窮迫セル食糧問題
ノ大キナ原因ヲナシ，農村ノ健全ナル発達ヲ阻害シマシタコトハ，遺憾ナ
ガラ之ヲ認メザルヲ得ナイト存ジマス。（中略）
農地制度ノ改革ハ我ガ国農業ノ問題卜致シマシテ多年ノ懸案デアリマ
ス，一日モ速カニ最モ穏健，最モ着実ナル方法ヲ以テ是ガ解決ヲナシ，農
業ノ基礎ヲ定ムルニアラズンバ，食糧ノ増産ハ勿論，思想ノ上カラモ，文
化ノ上カラモ，極メテ安定セザル状態二置カレル虞ガコ‘‘ザイマス，今日ノ
場合農村ノ安定ハ即チ新日本ノ安定デアリ，此ノ基礎ノ上二日本ノ再建ガ
行ハレナクテハナラヌト考ヘマスル時二，此ノ農地制度ノ改革ガー日モ忽
セニ出来ナイコトハ，極メテ明カデゴザイマス，今回政府ガ此ノ臨時議会
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二本案ヲ提出致シマシタ所以モ，実二是二存スルノデゴザイマシテ，之二
依リ農家ガ多年熱望シテヤミマセヌデシタ農地ヲ所有シ，其ノ生産二安ン
ジテ努カスル基礎ヲ得ルト共二……国家モ亦安定シタル農村卜，食糧問題
解決ノ基礎ヲ得ル次第デゴザイマシテ，農地改革ハ此ノ自作農ノ方策ヲ措
・イテ他二途ナシト信ズ）レモノデゴザイマス……」（「資料集成」第1巻156~
157ページ）。＇
農地改革が果した農業生産力増進上の効果について，かつて私は第 1表のよ
うな事実を基礎にしてつぎのように論じたことがある。
「この表の意味するところは，第一次生産費の 2倍ぐらいのところに米
価がきまるのが，戦前のふつうの状態，つまり自由市場で米価が形成され
たときの正常な水準， その意味ではあるべき水準だったということであ
る。……1.93という昭和30~34年の平均倍率がしめしているように昭和30
年から，この戦前の価格水準にもどったといっていいのであるが，昭和21
年から25年という農地改革の進行過程のその時期は，そのあるべき水準の
ほぼ 6割程度の水準に米価はきり下げられていたことを， 1.22 という•…••
倍率はしめす。あるぺき価格の 6割という水準が極端な低米価を意味する
• こと，いうまでもないであろう。極端な低米価は，本来だったら米の減産
をひきおこすはずである。が，この時期，その極端な低米価のもとで，農
民は単位面積当り収量増につとめ，総生産量の増大に努力した。そして占
領軍がジープにのって督励に走りまわるという抑圧的な状況のなかで供出
させられたのだが，この収量増への努力があって敗戦後の食糧難もきりぬ
けられたのであった。（中略）
戦前水準の 6割というような極端な低米価のもとで，なお農民に単位面
積当り収量増大に営々たらしめたもの一ーそれこそはまさに砂を黄金と化
す所有の魔力であった。農地改革で農地の所有権を農民にあたえたことの
効果が， 如実にそこにあらわれたのだといっていい」（拙著「土地政策と農
業」家の光協会5峠三3月刊160~162ページ）。
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第 1表米価と稲作生産力
開頴農慧迄oa当り玄米収量玄米総生産量
生麟米価の倍率I I 
倍 kg 千トン
戦 昭和9年 1. 87 251 7,617 
一月込IJ 
10 2.03 275 8,396 
1 2.22 321 9,817 
期 平 均 2.04 282 8,610 
昭和21年 1.11 333 9,125 
農 22 1. 29 309 8,746 
地 23 1. 24 339 9,792 
改 24 0.89 320 9,243 
革 25 1. 66 324 9,412 
期
平 均 1. 22 325 9,264 
昭和30年 2.08 393 12,073 
農 31 1.87 345 10,647 
地 32 1. 89 362 11,188 
法 33 1. 88 377 11,689 
34 1. 95 388 12,158 
期
平 均 1. 93 373 11,551 
〔備考〕 1) 生産費，米価，玄米収量，総生産量は改訂「日本農業基礎統
計」所載数字による。ただし1石=150kgで換算。
2) 生産費は農林省調査をとる。ただし昭和9~23年については，
反当生産費（副収入差引）から，租税公課，部落協議費，土地
資本利子，小作料，資本利子を差引いたものを反当第1次生産
費とし，それを反当収量で除して， 150kg当り第1次生産費を
もとめた。
3) 昭和9~11年の米価は生産費調査の反当玄米収益を反当収量
で除した数字。
4) 昭和21~25年の米価は3等裸の追加払いをふくめた最終政府
買入価格。
5) 昭和30~34年は3等裸政府買入価格。歩留加算をふくまず。
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2 農地法—農地改革の恒久化
27年農地法はこの農地改革の成果を恒久化するためにつくられた。「農地改
革第3周年記念日を迎えるにあたって」吉田首相あてに出されたマッカーサー
書簡（昭和24年10月21日）はこう述べている。
「農地改革の成果は日本の農村社会組織の永続的な一部とならなければ
ならぬ。農地改革以前における小作制度にいつの間にか逆もどりする可能
性は絶対に阻止されなければならぬ。一家を支えるに足る農地を基礎とし
た自作農の広範な設定と耕作者の権利の保護はどこまでも保証されなけれ
ばならぬ。
農地改革に関する諸法規は何ものにもまげられぬ力を持たなければなら
ぬ。そのために十分な行政的支持が与えられなければならぬ。また各地方
における法律の民主的適用を保証するために適当な委員会制度を継続する
ことが必要である。これらの諸要素は何れも重要であるが，もし今日まで
の成果を失うまいとするならば日本の農民は彼ら自身の権利を守るため絶
えずしかも継続的に警戒を怠らないことが何よりも大切である」（「資料集
成」第5巻46ペー ジ，訳は読売新聞）。
恒久化するためには，自作農の転落を防ぐための価格政策，金融政策等が必
要であるこというまでもないが，農地制度の面でも，農地改革の実施法となっ
た農地調整法や自作農創設特別措置法を残すだけでは駄目だった。農地改革を
実施するための法律は即その成果を守り，維持する法律にはなれないからであ
る。たとえば「現に3町歩の農地を所有してこれを自ら経営している者が，自
作をやめてその所有地を小ー作に出そうとすれば，それらはこの権利移動の制限
（農地調整法による制限のこと一一引用者注）でおさえることはできず， 3町歩の
貸付地主の再現を許すことになる。それであるから，小作地保有制限を永続さ
せ農地解放の成果である新しい土地制度を維持するためには，どうしても，制
限以上の小作地を強制的に解放させる制度を永続させることが必要」（農林省農
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地課編著「ボツダム政令にもとづく農地改革新法令の解説」「資料集成」第5巻1019ペー
ジ）だった。
農地法は昭和27年に成立する。恒久法を目指しての最初の立法は25年3月に
第7国会に提出された自創法改正案だが，それが農地法として結実するまでに
2年の歳月がかかったわけである。マッカーサー書簡を背景にしながらも，こ
の頃はもうそれだけの歳月をかけなければならぬほどに農地法制は成立し難く
なっていたのである。
25年といえば，日本共産党が地主制の残存を強く主張したいわゆる「新綱領」
を発表した年である。農地改革による地主制の消滅に，今日ではもう異論をい
う人はいない。が，当時は農地改革の不徹底，地主制の残存その復活強化の可
能性が真面目に論議されていたのだった。そういう状況を背景にしてつくられ
た農地法がどういう性格をもつことになるか，もたざるを得ないことになるか
容易に推測できよう。 27年制定の農地法の性格を特徴づけて，自創法の作成に
も関与した加藤一郎教授は次のようにいっている。
「……農地法制定の際には，その後の新しい事態の発展を展望し，それ
に積極的に対応していくという問題提起は， ほとんどなされず，農地法
は，過去の寄生地主制の復活を阻止するという，いわば防衛的性格を中心
とすることになった」（加藤・阪本楠彦編「戦後農政の展開過程」東大出版会192
ペー ジ）
「過去の寄生地主制の復活を阻止するJために，農地法は専ら自作地が小作
地になることを防ぐことに力点をおいた法律構成をとり，小作地の自作地化を
促進する運用をおこなってきたといつていいであろう。．非耕作者の農地取得禁
止（第3条），小作地の所有制限（第6条）等に前者が集中的にしめされ，小作契
約の法定更新（第19条），解約についての知事許可制（第20条），統制小作料（第21
条）等は後者を意識して運用されていた。 これらの点についてはもう周知のと
ころであるので立入ることは不必要であろう。ここでふれておく必要があるの
は「その後の新しい事態の発展を展望し，それに積極的に対応していくという
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問題提起は，ほとんどなされ」なかったことに関してである。
第2表を見られたい。この表は米生産費調査で， lOaあたり稲作剰余の階層
間格差がどのように推移してきたかを整理したものだが，農地法制定期，基本
法制定期の階層間格差と45年農地法改正期，利用増進法制定期のそれ，とくに
利用増進法制定期のそれとが，明瞭なちがいをもっていることに一見して気づ
かれるであろう。農地法が制定されたころは，生産力の階層間格差はないとい
ってよかった。
昭和24年当時，山形県の庄内地方を調査した近藤博士は，年雇を雇う大経営
と年雇を出している小経営の生産力を比較してこう結論している。
「注意を要するのは，大経営ではこの所得が絶対額は多くなるけれども
1人当りではたいした差がないということである。つまり労働の生産性は
経営規模が大きくなってもたいして高まらない。……その労働の生産性が
定雇の労賃をかろうじて賄う程度であり，それは大経営の場合においても
然りである」（近藤康男著作集第9巻491~492ペー ジ）。
土地生産性においても労働生産性においても，階層間格差はないといってよ
かったのである。当時の農業生産力段階はせいぜいで畜力耕であり，裸の労働
第2表 稲作剰余の階層間格差 (10aあたり全国）
農地法制定期 基本法制定期 45年農地法改正期 利用増進法制定期
昭和26年1昭和27年昭和35年1昭和36年昭和44年1昭和45年昭和53年1昭和54年
~0.3ha 83.8% 86.6彩 93.2% 87.7彩 69.5% 49.4彩 6.6彩△ 28.9彩
~0.5ha 81. 0 95.4 84.9 80.4 75.5 59.4 26.8 △ 1. 1 
~1.0ha 91. 9 91. 8 90.4 88.9 89.9 81. 2 68.7 60.7 
~l.5ha 101. 9 99.6 101. 3 100.0 109.4 104.3 106.6 116.1 
~2.0ha 112.5 108. 3 111.3 111. 1 124.1 128.8 131. 9 159.5 
~3.0ha 114.8 117. 2 112. 3 117.5 121. 6 140.0 157.4 186.2 
3ha~ 96.0 103.7 115.1 122.8 85.6 123.3 176.0 186.0 
平 均 100 I 100 100 I 100 100 ! 100 100 I 100 6,710円 7,301円14,182円13,288円24,708円22,956円42,861円31,481円
lOaあたり稲作剰余=!Oaあたり稲作粗収入ー10aあたり費用合計
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力が生産諸力の中軸になっていたのであって，そういう段階では，経営規模変
動は偶然的な事情で左右される。家族労働力のうちの何人かがたまたま病気や
怪我をしたとか，あるいは不幸が続いたというようなことで没落する，逆に，
親子2代非常な働らき者ができたために30aぐらいの小作零細農が3haの自
作農になる，というようなことである。規模拡大のチャンスあるいは規模を縮
小せざを得ない契機は，規模の大小を問わずどの経営にも起り得るし，競争力
に差がないというのが裸の労働力が生産諸力の中軸をしめている時の特徴であ
り，この段階では当然に農地移動に確たる法則性はいえない。生産力的観点か
らいえば，したがってどういう階層を生産力担当層としなければならないかと
いう問題を提起する必要がなかったのである。問題は，非農業的蓄積による農
地所有権の集積が， 農民同士の農業生産をめぐっての競争を歪めることだっ
た。それを排除し，規模の大小を問わず自作農として精進するものに農地利用
をまかせておけば，農地はもっともよく生産的に利用されるであろうことを期
待してよかったのである。 3ha経営を生産力担当層として特に大事にしなけ
ればならぬということもないし， 30a経営を冷遇する必要もなかった。せいぜ
いあまり大きすぎて粗放経営になる危険を防ぎ，かつあまりに小さすぎてこれ
また本腰を入れての営農が期待できぬような規模になるのを防ぐことでよかっ
たのである。
農地法案提案にあたって，広川農林大臣は「農家経営の零細化を防ぎ，望ま
しい中堅自作農を育成して参りますことが肝要」と述べた（「資料集成」第 12巻
776ページ）。が，その「中堅自作農はどの辺に線を引いて行こうとするのか」
という石井繁丸衆院議員の質問にたいする平川政府委員の答鋳は，
「中堅自作農と申しましても，これははっきりした数字的なめどがある
わけではございませんが，およそ中庸の農家というところで押える。……
農地法案におきましては，その中庸の幅をかなり広くとりまして，かりに
全国平均で申しますならば， 1町歩弱のところが平均的のところかと存じ
ますが，中堅自作農農家のある程度の幅をとりましても，それからはずれ
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るものとしては， まず 3反歩以下くらいのところをはずして考える。今
逆にはずす方を，ある程度限定して考えておるわけであります」（「前掲書」
780ページ）
というものでしかなかった。無内容といっていいであろう。したがって「こう
いう者については買えないということではなく，これこれのものになるべく買
わせるのだというところの積極的なる指導の方針がなければなるまいと思うの
であります」という意見に対しても
「•…••やや抽象的でありまするけれども，目標の範囲内にありまする者
でありまする者であるならば，それがだれかということを具体的にきめる
については……個人の自由にある程度まかせるよりいたしかたがない，そ
れがまた一番適切な方法であろうと考えているわけであります」（「前掲書」
793ページ）
としか答えられなかった。農地法段階では，自作農が砂土を化して黄金とする
ことを期待するだけでよく，そして事実その期待は充たされたのだった。構造
政策的見地を問題にする条件はなかったし，農地法にはそれは入らなかったの
である。もっぱら小作地拡大を防ぐことに力点をおくことでよかったのだった。
この農地法案の国会審議の過程で，その後の展開において重大問題となり，
借地否定・自作地主義2)の農地法体系を根本からゆさぶることになる問題につ
いて，重要な論議がかわされていたことについて，コメントしておくべきであ
ろう。
その問題というのは地価問題である。自作地主義をつらぬくとき，農地流動
2)農地法はしばしば自作農主義にたっているといわれる。第1条の「農地はその耕作者
みずからが所有することを最も適当であると認めて」というくだりが，それに関連し
てひきあいに出されるのであるが，その自作農の内容が以上のように漠たるものであ'
り，内容的には自作地の小作地化を防止し，小作地の自作地化を推進することに主眼
がおかれていたことからいえば，佐伯尚美教授がいっているように自作農主義という
よりは自作地主義というほうが適切であろう（佐伯，小宮隆太郎編「日本の土地問題」
東大出版会28ページをみられたい）。
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の主流は売買になり，地価がどうなるかが当然重要な問題になる。地代の資本
還元値が地価だから，地価高騰はイクォール高地代負担であり，その高地代を
こそ農業発展を妨げるものとして農地改革はおこなわれたはずなのである。高
地価を放置することは，したがって農地改革の成果を維持するという農地法の
意図とは矛盾することになるといわなければならないのである。「中堅自作農」
について質問した議員として名をあげた石井議員は，最終的には社会党右派を
代表して「自由党の提案しましたる法律としましては，比較的によくできた法
案であります。（笑声）われわれは，かような見地より，党派を超越して，率先
して賛成」（「資料集成」第12巻874ページ）するのだが， その石井議員のつぎのよ
うな発言を紹介しておくべきであろう。
「……一番大きな問題は，農地の価格というものが，今後の農地の制度
の崩壊する根本原因だと思います。農地の価格制度が，今度の法律におき
ましてはきまっておりませんで，農地の価格というものは自由の価格にな
って来ております。群馬県下におきまして見ましても，山間地帯におきま
して，田の少ない二毛作地点においては， 1反歩当り10数万円の土地にな
っている。あるいは関西方面におきましても，非常に田の少ないところに
おきましては， 10万円あるいは20方円の間を動いている。こういうふうに
非常に高い農地の価格が出て来ておるのであります。そこで非常に農地の
価格が高いままに放任せられた形に置くというようなことからして，農民
は1反歩くらいは処分しても，というような安易な気持から土地を失いま
して，次第に一角からくずれて，土地をなくするというようなことがある
のでありますが，この農地の価格を任意にいたしておくことは，自由党の
立場の自由政策というような点からしますと，これは一つの根拠もあるの
でありますが，しかし農地というものは，採算から見ると，それほど不当
に高いものではないのであります。そういうことを考えてみると，農地が
経済採算価格を上まわって取引せられるということが，農地をなくして来
るところの大きな原因になるのが，今度の農地法案においては，農地の価
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格の点について，何ら不当な価格を制約するところの方途が講ぜられてお
らないのであります。この大きな抜け道ができると，あといかに完璧な法
案をつくりましても，その一角からくずれて来る危険が予測せられるので
あります……」（「資料集成」第12巻782ページ）。
問題にしている論点はややちがう。が，都市的需要による地価昂騰が農業・
農村のありかたを一変させてしまったといっていい今日の状況を考えるとき，
「何ら不当な価格を制約するところの方途が講ぜられておらない」欠陥を問題
にしたことは，卓見としていいであろう。
地価統制継続の必要性は，もともとは農林省が主張していたことだった。農
・地法の前身である昭和25年提出の農地改革法改正案のなかでは，農地調整法第
6条の2を「農地ノ価格ハ農地ヲ取得スル自作農ノ経営ヲ安定セシム）レコトヲ
旨トシ主務大臣ガ中央農地委員会議二諮問シテ定ムル基準二従ヒ市町村農業委
員会ガ命令ノ定ムル所二依リ都道府県知事ノ認可ヲ受ケテ決定シタル額ヲ超工
テ之ヲ契約シ，支払ヒ又ハ受領スルコトヲ得ズ•…••」 とし， 「農地ヲ取得スル
自作農ノ経営ヲ安定セシム）レコトヲ旨」として，農地の生産力に応じた適正農
地価格を算出するための算定方式まで事務当局は用意していたのである。
その改正案が第 7'第8国会と 2度かけながら流されてしまったあ＇と，農地法
ができるまでのつなぎをポツダム政令が果すのだが，そのなかでも「その価格
の昂騰を抑制できる措置」（「資料集成」第5巻1027ページ）をおいていた。が，農
地法案審議の過程では，農地法第 3条第 3項「第 1項の許可は，条件をつけて
することができる」を活用して「押えて行く」のだということを答えているにと
どまる。石井議員のさきの質問に対する平川政府委員の答を紹介しておこう。
「もとより全然手放しで，どうなってもかまわないのだという考え方で
は決してないわけでありまして……。ある程度常識的な考えでもって，所
有権移転の際に，条件としてあまりにも不当なものがあれば，許可の際に
条件として押えて行くというようなこともこの法案で不可能ではないわけ
であります。一般的に標準をきめて，幾ら幾らとするというふうには考え
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ておりませんけれども，そういうことは不可能ではないわけであります。
それからなお間接的に，これを買い受けるべき人を非常に限定しておりま
して，これが一つにはこの価格を押える大きな役割をするのではないか，
つまり純粋にその農地で自分が耕作するとぃぅ立場の人同士の間でありま
すれば，おのずからそこに自作農としての採算のとり方があるわけであり
ます。そうむちゃな値段というものは出て来るはずがないと思います。そ
うでない全然ほかの，農業以外の分野におきまして，金を持っておるとい
うような人があるいは飯米とか，あるいは昔の小作料とかいうような形に
おいて，土地を利潤を生む一つの財産として考えられた場合に，’非常にそ
こに農民とかけ離れた値段が出て来るおそれがあるわけであります。そう
いう点を間接的にこの法案は非常に押えております。……それにしても，
何か非常に法外なものがありますれば，先ほど申しましたように，許可の
条件という方法もないことはないわけであります」（「資料集成」第12巻784~
785ページ）。
「許可する条件としてこの価格はこの程度まで下げなさいということを附す
ることができる」という「解釈」は， 「法制局とも相談」 して提案当時にはき
まっていた「解釈」だった（「前掲書」 992ペー ジ）が， 25年法案とくらべれば地
価問題に対する行政の後退は否めないであろう。
後退は否めないにしても，この「解釈」でその後も法の運用がおこなわれた
としたら，農地法もまだ自作地主義で生き続けられたかもわからない。だが，
農地法成立直後の次官通達「農地法の施行について」（昭27.12.20)は， 第 3条
第3項について「許可条件として価格についての条件をつけることは，価格統
制を行なってはいない以上個別的な価格統制になるので妥当でない」ととくに
コメントし，「法制局とも相談」 してきまっていたはずの「解釈」を捨ててし
まったのだった3)。後退は決定的となったわけである。
3) 25年ごろまでは，許可の際に条件を付することでは地価抑制効果が期待できない事態
になったら，「価格について全面的に再統制する立法措置もとられなければならない」
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3 農地管理事業団法案一~構造政策の登場
農業生産力担当者としてどういう経営像を政策はもつべきかという問題が，
戦後農政史上はじめて提起されたのは，周知のように基本問題調査会において
である。いわゆる構造政策についての問題提起がそれだが，この構造政策こそ
が基本法農政の中心課題であったこと一ーその成果はともあれ一ーは，あらた
めていうまでもないであろう。高度成長経済が農業から非農業への労働力移動
を活発にし，それがもたらすであろう零細経営構造の変革に日本農業の諸問題
の解決を賭けたのが基本法農政だといっていいからである。その構造政策の主
内容が農地移動の方向づけにならざるを得ないことからいって，農地制度をど
うするかは基本問題調査会における重要論点の一つだった。そしてその論議は
大きく割れていた。基本問題調査会答申が「一方において現行農地制度を徹底
的に自由化すべしとの論議もあると同時に，他方自作農主義の現行制度を堅持
すべしとの強い意見もある」 と書いているのはその点をしめす。「自作農主義
の現行制度を堅持すべしとの強い意見」と対立した「徹底的に自由化すべしと
の論議」は，自作農主義の否定，賃貸借関係拡大の容認を当然主内容としてい
たのだが，対立していたのでは結論は妥協的にならざるを得ない。「……今日で
は今後の農業発展にとって阻害要因化しているとの見解も行なわれているが，
農業発展に対して阻害要因となるに至ったといわれるものが副作用なしに除去
できるかどうかが必ずしも確かでないとするならば，農地制度についての根本
的検討はなお将来に残さるべきであるという見解も成り立つ。……しかしなが
ら，現在の農地制度がたとえば農地の流動性を著しく制約して生産性について
の効果（資源利用の観点）からみて農業発展にとって阻害要因になっている点の
（「資料集成」第5巻1028ページ，農地課編著「ボツダム政令にもとずく農地改革新法
令とその解説」のなかの文章）とまで農地課は考えていた。それなのになぜ農地法成
立後，「法制局とも相談」してきまっていた「解釈」を捨てることになったのか，筆
者はまだその事情を審らかにしていない。どなたか御教示を得たい点である。
126 
農地法的土地所有の成立と終焉（梶井） 243 
あることを否定しえないとすれば，必要限度の改正を考慮すぺき時期になって
いるのではないか」 （基本問題調査会答申の第4節の二の(2)) というのがその結論
だった。
農地法の37年改正は，その「必要限度の改正」としておこなわれた改正だ
が，そこでは改正点は三つにしぽられた。経営面積の上限緩和，農業生産法人
の農地の権利取得の法認，農協による農地信託制度の創設である。基本法農政
の中軸としての構造政策展開のためにおこなわれた農地法のこの37年改正につ
いては， 45年改正を経た今日ではもうその内容に立ち入ることは不必要だろ
う。それよりも，ここでは構造政策にかかわる農地政策の本命として行政当局
が取り取んだと思われる農地管理事業団法案についてふれておきたい。
基本問題調査会答申は，農地法の「必要限度の改正」とともに「保有の最高
限，取得の結果達すべき保有面積の最低限の範囲内においての農地の移動につ
いても，家族経営の目標としての経営の育成，集団化，協業経営の成立等のた
めの農地の取得が優先的に行なわれうるようにする」ことを求めていた。農地
管理事業団法案は，それにこたえようとした法案だった。当時で毎年7万ha
あった自作地売買に事業団が介入する—売りに出る農地を事業団が買い入
れ，掌握したうえで政策的に望ましい経営として育成しようとする経営に売り
渡すー一ことで構造改善を進めようとしたものであり，昭和40年， 41年の二度
にわたって国会に提出されている。
構造政策という問題提起は離農を前提にしている。結論を先取りした池田首
相の発言以来，それは貧農首切りという反発を呼んでいたのであるが，農地を
事業団という公的機関が直接握り，望ましい経営に売り渡すというこの方式
は，露骨な選別政策たらざるをえない。当然野党の猛反対をうけ流産させられ
てしまったのであるが，ここで注目しておきたいことは，この事業団法案成立
にむけての行政当局の努力が意味していることである。
事業団法案が意図したことは，売買でうごく農地のうごきかたの方向づけで
ある。ということは，この事業団法案にしめされる行政当局の判断が，この時
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点まではさきの農政審答申でいえば後者の立場に立っていたことを意味する。
戦前からの自作農創設という農地行政の伝統を受けつぎ，かつ歴史的な農地改
革のその延長上にある自作農主義を農地行政の本命に据えるべきだし，構造改
善もむろん自作農主義でやれるという判断だったということである。 37年改正
の内容にふれることは不必要だろうとしたのだが，いまの点に関連して， 37年
改正が認めた農地の権利を取得出来る農業生産法人が，この時点では自作農集
団としての法人に限られるように厳格に要件がきめられていたことを指摘して
おくのは無駄ではあるまい。
ここで第 3表をしめしておこう。地価統制の廃止をもたらす改正土地台帳法
が施行されるのは昭和26年である。それが農地法を生むひとつの契機一ー買収
対価の根拠がなくなる一~ 以降地価そのものは急上昇して
いく。 26年の約 3万円から30年の11万6千円へ約4倍の上昇であり，年率41.3 
9るという上昇率になる。上昇率だけからいえば恐るべき急上昇といわなければ
ならないが，スタートの26年のその価格がインフレにもかかわらず統制で抑え
られていたなかで形成された地価であり，地代との比較でいえば極端に低い地
価だったということを考える必要がある。地代の源泉を稲作剰余としてしめせ
ば，昭和 9~11年の地価に対する剰余の利まわりは 7~9%というレベルだっ
た。それくらいの利まわりが平常時の常態だったのに，昭和26年には21.8%と
いうような利まわりになっているということに， 26年のその地価がレベルとし
て極めて低かったことがしめされているのであるが，以後年率41.3彩という急
上昇をたどるとはいっても，剰余にたいする地価の利まわりは一番低い29年で
7.496, 30年はなお 12彩という高さをしめす。 こういう地価のうごきを現実的
背景として，石井議員らの問題指摘を問題だと認識しながらも，農地売買が農
家同士の間に限られる自作農体制のもとでは「そうむちゃな値段というものは
出て来るはずがない」し，例外的に出てきても，ぞれは「許可の条件という方
法」で抑えられるという判断を行政当局はもったのであろう。
基本問題調査会で構造政策が論議された時期，そしてその論議をうけて行政
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第3表農業収益と地価
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10a当たり衝直田 110a当たり稲作剰余1利喜(1) わ り
地価 (1) (2) XlOO 
398円 27.26円 6.8形
415 33.13 8.0 
435 38.66 8.9 
29,110 6,354 21. 8 
44,711 7,132 16.Q 
63,315 5,318 8.4 
93,546 6,950 7.4 
30年． 116,018 13,983 12.0 
35年 198,000 14,017 7.1 
37年 255,000 16,129 6.3 
40年 343,000 19,376 5.7 
45年 1,022,000 22,508 2.2 
47年 1,436,000 24,481 1. 7 
50年 2,824,000 57,499 2. 0 
52年 3,160,000 44,455 1. 4 
53年 3,430,000 42,861 1. 2 
54年 3,630,000 31,481 0.9 
注1) 昭9~11の地価は勧銀調査， 26~30年は不動産研究所調査， 35年以降は全国農業会
議所調査による。
2) 稲作剰余＝主産物価額ー第一次生産費但し，昭9~11年は農林省調査を戦後様式
に組み替えた数値で計算したもの（梶井功「土地政策と農業」家の光協会刊 184ペー
ジによる）。
当局が農地法の37年改正を行ない，農地管理事業団法の成立に懸命になってい
た時期まで，基本的にいって地価問題が「完璧な法案」を「その一角からくず
す」かもしれぬことを気にしなければならない状況ではなかったことを， 35年
の7.1彩， 37年の 6,.3彩， 40年の 5.7彩という利まわりはしめしている。くわえ
て，高度成長による離農の活発化が農地市場への農地供給を大きくし，地価を
低落させるであろうことが期待されていたのである。第 1回の農業白書「昭和
36年度農業の動向に関する年次報告」の次の記述に，その期待感を充分に読み
取ることができよう。
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「最近，労働力の不足，一般的金づまりによる投機的売買の減少等によ
って，一部に農地価格水準の低下あるいは停滞の傾向もみられるが，むろ
んこの傾向は経営耕地の拡大を図ろうとする発展的経営にとって望ましい
方向であるので，その動向は尚見守るに値するであろう」
当時，私などは“低下あるいは停滞”という判断の基礎に使われる地価統計
は“精通者”という人達の達観数字であり，意外にそれは信用できず，“人気”
としての相場は下がっても実際の地価は下がらないことを論じたのだが（拙著
「基本法農政下の農業問題」東大出版会刊第4章第1節を見られたい），当時は離農多
発~地価下落~自作的規模拡大という展開を夢見る人のほうが多かったの
である。基本問題調査会の会長を勤めた東畑精一博士は，後年，調査会で地価
問題を本格的に議論しなかったのは失敗だったと語った（同氏著「私の履歴書」
122ペー ジ）。 しかし，その基本問題調査会の答申でも 「小作料と農地価格は，
構造改善の進展に伴って自立経営における収益を基準とする水準で安定させる
ものとし，そのことを関係諸政策，諸施策の目標ないし基準とすべきである」
という指摘はされていた（第三・ 構造改善の諸施策の一の(2)の（ホ）〕。「低下ある
いは停滞」を期待させる認識からは，もちろんその指摘にこたえる対策は出る
はずもなかったのである。
4 「構造政策の基本方針」と45年改正
45年の 2.2%という利まわりは，その期待が完全に夢に終ったことを端的に
しめす。農地価格の土地価格化，農業的採算をはるかに超えたものとなってし
まった地価昂騰がなにによってもたらされたか，ここではふれない。そして，
この地価昂騰が，基本法が期待した貧農の離農＝賃労働者化ではなく，貧農の
土地もち労働者化とともに進展し，土地もち労働者化する貧農と営農に専念す
るものの間に形成される生産力格差が農地移動を売買から賃貸借へ変えさせて
いったそのメカニズムについても，ここではふれない。「小企業農の存立条件」
（東大出版会刊）， 「農地法的土地所有の崩壊」（農林統計協会刊）， 「土地政策と農
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業」（家の光化会刊）など， この10年来の私の著作はその解明にあてられてい
る。それらを参照していただくことをお願いして，ここではそうした農地移動
メカニズムの変化に規定されておきている農地流動形態の変化を物語る統計的
事実を若干あげておくことにしておきたい。第4表，第2図，第 3図がそれで
ある。
第4表は農業調査の結果から，過去1年間に経営耕地を差引き増加したもの
のうち，増加理由が購入によるものと借入れによるものの構成がどのように変
ってきたかをしめしたものである。あまり説明は要しないであろう。購入によ
るものが一貫して減少しているなかで，借入によるものは減少するばあいも購
入によるもののような高い減少率とはならず， 46年以降は急増していること，
結果として差引き経営耕地をふやしたもののなかでの借入によるものの割合は
高まっていることがわかる。とくに注目を要するのは購入によるものにたいす
る借入によるものの割合（表の(C)/(B))が一貫して高まり， 48年ごろには両者が
ほぼ肩をならべるまでになり， 51年以降は借入によるもののほうが圧倒的に多
くなって， 36年当時と完全に逆になったということである。
第2図，第 3図はこうした農地流動の結果が，耕地規模階層別の借入依存農
昭和36年
38年
40年
43年
46年
48年
51年
54年
第4表過去1年間に経営耕地を差し引き増加した農家の
なかでの購入農家，借入農家の割合
差し引き増加した農家数
総数wI!-社澁 I贄誌 (B)/(A) 
336千戸 125千戸 62千戸 37.2% 
293 111 72 37.9 
271 93 62 34.3 
194 55 43 28.1 
150 51 42 34.0 
173 46 43 26.6 
132 28 58 20.5 
202 27 95 13.4 
(C)/(A) (C)/(B) 
18.5.% 49.6彩
24.6 64.9 
22.9 66.7 
22.1 78.2 
28.0 82.4 
24.9 93.5 
42.5 207.1 
47.0 351. 9 
（農業調査による）
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第2図 自作農以外の農家の割合（キ借入依存農家率） （都府県）
家率4) (自作農以外の農家比率として第2図ではしめしてある） および借入地依存率
（経営耕地中の借入地の割合として第3図にしめしてある） でどうあらわれているか
4)自作農の定義は経営耕地の90%以上が自作地であるものということになっている。だ
から，自作農のなかにもその経営耕地の10%以下の借入地をもつ自作農がいるわけで
あり，したがって全農家中の借入地をもつ農家の割合は，ここでいう借入依存農家率
よりも高くなる。 50年以降の変化をしめす便宜もあるので借入地をもつ農家率と借入
依存農家率をならべた図を附図としてしめしておく。
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附図 耕地規模階層別にみた借入地のある農家の割合
をセンサスの結果でしめしたものである。
第2図はさきの第 1図とくらべてみてもらいたいのであるが， 40~45年をさ
かいにして，それ以前とそれ以後で借入依存農家率の階層性が逆転したことに
容易に気づかれるであろう。昭和30年までは，全階層的に借入依存農家率は低
下していた。農地改革以降も自作化傾向は続いていたのである。が， 40~45年
をさかいに，それ以降の借入依存農家率ははっきりした階層差をしめすように
なる。 1.5ha以下の下層は依然として自作化傾向をつづけているが， 1.5ha以
上層は借入依存農家率を高めるようになったという階層差である。
第 3図はその点を経営耕地のなかの借入地の割合＝借入地依存率としてしめ
したものだが，昭和45年にははっきり変っていたことが第2図以上に明瞭にし
めされているとしていいであろう。
借入依存におけるこうした階層性の変化が明瞭になる昭和40年センサスある
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第3図経営耕地のなかの借入地の割合
いは 45センサスは， また上層農家の増大を明瞭に確認したセンサスでもあっ
た。 40年センサスでは 1.5ha以上が， 45年センサスでは 2ha以上がというよ
うに増加階層のちがいはあれ，上層農家の着実な増加がセンサスで確認される
ようになったのであるが，その上層農家は借地依存で規模を拡大していたので
ある。かつては借地依存は下層ほど強かった。その下層は借地関係から離脱し
ているのに上層農家が逆に，それによって規模を拡大していっているというこ
の事実は，明らかに賃貸借の性格が変ったことをしめす。
ここでもう一つ指摘しておかなければならない重要な事実は，農業調査やセ
ンサスがこうして賃貸借の性格変化，売買から賃貸借へ，そして賃貸借による
上層農家の規模拡大をしめしていたのに，農地移動の公式的な把握では賃貸借
は一貫して減少し，農地移動の主流は売買だという姿が一貫してしめされてい
たことである。第 5表を掲げておこう。耕作目的農地移動計のなかで自作地有
償移転が圧倒的なウエイトを持ちつづけていること，賃借権や使用貸借による
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権利設定のウエイトが低く， 50年までは傾向的にも増大などとはいえず逆に減
少後退をこそ特徴としていることに留意されたい。
公式的な把握は，もちろん農地法にもとづく移動許可実績を把握している。
法にもとづいて許可された移動がしめすところとセンサス等がしめすところと
のギャップは，いうまでもなく法にもとづかない移動があるということ，とく
に賃貸借についてそうだということを意味する。法にもとづかない賃貸借が請
負耕作などの名のもとにおこなわれ，それが農業構造を動かしつつあること
が， 40年ごろから明瞭になってきたのである。自作地主義農地法を堅持して，
管理事業団法的手法でいくのでは，あるいは管理事業団的手法だけでいこうと
するのは駄目だということを，現実がしめしてきたのだった。
42年8月に発表される「構造政策の基本方針」を，こうした賃貸借の性格変
化を行政当局が確認し，構造政策の路線転換をはじめて宣言した記念碑的文書
としていいであろう。
この文書で，構造改善政策の推進にもかかわらず基本法が見通したようには
構造変動が進まなかったことを，行政当局はようやく認める。そして農地流動
が進まない要因として第一に「基本的には農地価格のいちじるしい高騰，農地
の資産的保有傾向の強まり」をあげ，省力技術体系の未確立をつぎにあげたう
えでさらに「現行農地制度のもとにおいては」耕作権保護が強く，そのために
賃貸借流動が困難であることをはじめて，問題にし， 「合意に基づく解約や， 10 
年の期間の定めのある賃貸借の更新の拒絶…•••は，許可を要しないものとす
る」といった具体的な改正点をあげるにいたった。合意解約を許可不要とする
ことなどは，合意解約も許可を要するとした立法経過からいえば，賃貸借の性・
格がかつてのそれと一変したことの認識がなければできないことであって見
こうした点をあげたことに賃貸借に対する行政当局の判断が基本的に変ったこ
5)農地法の20条は農地調整法の第9条を引き継いだものだが，農調法9条3項に「合意
解約ヲ含ム」というカッコ書きが入ったのは農調法の22年改正によってである。この
間の経緯については拙著「土地政策と農業」第5章をみられたい。
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第5表耕作目的の農地移動 (3条）
所有権移転 賃 借 権 使用貸借に
年
自 作 地
償 小作地 定移有 償 I無 設 転 設 定
28 30,320.7 18,784.8 16,481. 9 5,344.7 2,765.8 486.1 
29 41,494.6 26,720.0 21,113. 7 4,525.5 2,207.2 530. 7 
30 39,104.6 18,856.6 15,385.0 3,982.2 1,811.5 529.3 
31 43,555.0 20,216.7 16,249.9 3,585.9 1,623.4 535.1 
32 46,865.2 21,201.8 16,044.1 3,465.4 1,290.7 635.5 
33 47,830.5 18,446.8 13,845.9 3,030.1 982.2 750.0 
34 51. 996. 3 19,156.8 14,073.5 2,718.6 1, 061. 0 707.6 
35 56,728.8 20,424.7 14,096.4 2,689.5 951. 8 956.9 
36 62,066.7 17,715.2 12,553.2 2,494.7 800. 7 712.3 
37 66,768.5 16,096.9 10,028.4 2,339.2 678.6 698.1 
38 70,749.2 16,658.9 9,3p.2 6,447.0 765.9 2,836.0 
39 75,225.8 16,676.9 9,612.5 3,133.6 539.3 4,559.6 
40 73,946.8 23,378.7 8,685.8 2,461.9 543.6 1,787.2 
41 74,862.2 28,637.8 8,777.4 4,845.2 577.7 1,391.8 
42 72,328.5 36,615.7 7,562.4 2,105.7 252.2 863.0 
43 70,973.2 44,275.1 6,750.4 2,428.9 248.5 1,240.8 
44 76,804.0 39,666.3 6,019.3 4,064.1 234.1 830.6 
45 71. 211. 1 36,378.5 5,054.9 1,838.1 140.6 1,282. 7 
46 69,225.3 37,846.2 3, 791. 2 3,293.0 100.3 2,320.0 
47 70,819.6 41,975.8 3,657.1 3,795.7 121. 7 2,242.1 
48 73,828.4 49,083.7 3,645.6 4,608.4 176.2 2,654.3 
49 54,165.8 40,996.0 2,773.3 5,136.0 72.9 4,742.7 
50 47,567.7 43,283.2 2, 551. 5 5,909.3 98. 7 4,529.4 
51 47,295.6 71. 048. 2 2,894.2 7,450.0 302.1 4,360.7 
52 46,292.7 71,781.8 2,435.7 9,351. 7 794.9 36,950.8 
53 42,133.4 67,322.0 2,032.1 9,445.7 1,120.8 44. 951. 7 
54 40,337.9 66,581.4 1. 946. 8 10, 141. 7 1,104.7 51,606.3 
〔備考〕 1) 「農地年報」，「農地移動実態調査結果」による。
2) 賃貸借の解約等は耕作目的のもののみで転用目的のものを除く。
3) 計には表出以外の権利（地上権，永小作権，質権等）分を含む。
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統制許可実績（全国）
よる権利
I移 転 解賃貸約借等の 耕農作地移目動的計の I麟周唇
507.4 4,004.2 78,762.9. 
398.4 4,687.4 101,772.2 
436.4 4,648.5 84,858.5 
375.0 4,805.1 91,014.9 
251. 5 4,164.3 93,951.5 
204.1 4,114.9 89,240.5 
191. 0 3,972.6 93,902.3 
230.1 4,309.0 100,649.2 
232.3 4,170.0 100, l91. 5 
139.3 4,015.4 100,785.1 
228.4 3,703.5 110,717.2 
180.0 3,925.8 113,865.0 
241. 9 3,631. 7 114,681.2 
166.9 3,601.5 122,871.8 
105.4 3,310.1 123,152.8 
101.1 3,698.7 129,720.9 
84.1・ 3,704.9 131,411.6 
127.2 3,990.0 120,057.4 1.8 
36.0 4,440.1 121,146.2 48.9 
62.0 4,470.8 127,245.0 121. 9 
42.1 4,389.3 138,589.9 93.0 
14.9 3,694.1 111,892.3 290.5 
17.4 3,196.3 107,544.1 356.0 
56. 7 3,714.5 137,399.7 241. 3 
195.8 3,998.5 171,130.1 283.6 
477.8 4,118.5 172,045.6 406.7 
447.2 4,544.3 177,034.4 216.8・
4) 経営委託による権利の設定移転は計に含まれている。
5) 利用権設定移転は計に含まれない。
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（単位： ha) 
農事権業用の地設に利定よ用る・増利移転進用
10.8 
2,679.8 
2,796.4 
6,387.1 
15,670.0 
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とがしめされる。「構造政策の基本方針」を記念碑的文書とする所以である。
「構造政策の基本方針」の認識にそった農地法改正案は， 43年第58国会審議
未了， 44年第61国会衆議院原案可決，参議院審議未了，第62国会は衆議院解散
で審議未了という経過を経て， 45年第63国会でようやく成立した。この45年改
正で農地法の性格は根本的に変った。農地法の自作地主義がここで捨てられた
からである。
農地法に関して自作農主義がいわれるとき，その第 1条がよく引用される。
応の法律は，農地はその耕作者みずからが所有することを最も適当で
あると認めて，耕作者の農地の取得を促進し，その権利を保護し，その他
土地の農業上の利用関係を調整し，もって耕作者の地位の安定と農業生産
カの増進を図ることを目的とする」
45年改正は，この第 1条の「その他土地の農業上の利用関係を調整し……」
というところを「並びに土地の農業上の効率的な利用を図るためその利用関係
を調整し……」と改正した。「効率的な」 という一句を入れたのであるが，こ
の一句の意味を，改正法施行について出された次官通達 (45.9.30)は「借地を
含めて農地が規模の大きい経営によって効率的に利用されるようにするという
今回の農地法改正の趣旨を明らかにする」ためだと述べている。 45年改正の趣
旨がそこに凝集されているわけである。この45年改正は，賃貸借に関連してい
えば，（ア）統制小作料廃止，賃借権解約制限の緩和等耕作権を弱めるための改正
—前述した合意解約許可不要をふくむー一，（イ） 創設自作地の賃貸自由，離
村にともない生ずる不在地主の一定限度における容認等の賃貸借関係拡大のた
めの改正，（ウ） 農業生産法人の要件緩和，経営規模上限の廃止等借地主体の形
成を容易にするための改正，（エ） 農協による経営受託事業，農地保有合理化法
人による合理化事業など，賃貸借拡大をあっせんする事業のための改正の四つ
にボイントがあったとすることができる。これらについてコメントすべきであ
ろうが，省略する。農地法が自作地主義だというとき，それは唯単に“耕作者
みずからが所有することを最も適当であると認め”るその思想をいうのではな
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ぃ。その思想にたって地主の発生を抑止するにとどまらず，・現存する小作地を
も自作地化させようとしたその体系的仕組みをそう性格づけるということなの
であるが，その仕組みは明らかに45年改正で 180度変ったのである。その思想
は言葉としてはたしかに残っている。が，仕組みの変化にこそわれわれは注目
すべきなのであって，言葉に購着されて， 45年改正以降も農地法は“自作農主
義……を基本理念”としているかのように考えてはならないのである。
自作地主義でがんじがらめにされていた農地法的土地所有は終焉した。それ
に引き続く土地所有がどういう内実をもったものとなるのか，まだ定かではな
い。が，農用地利用増進法が農用地利用改善事業を規定していることを考えれ
ば，方向は農地利用を集団的コントロール下におこうということであろう。稲
転とのからみのなかで，そういう方向性を明示しているうごきも各地に見るこ
とができる。が，それが一つの時代を画することになり得るかどうか，なお暫
くの時が必要である。
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